
◆3月8日の基準価額下落について

別表に記載の公募ファンドの3月8日の基準価額は、前営業日比5％以上の下落となりました。

基準価額下落の背景となりました市況動向等、および今後の見通しと運用方針につきご報告致します。

◆基準価額下落の背景となった市況動向等

3月8日の基準価額に反映される株式市場は世界的に下落しました。米国ではエネルギーなどごく一部を除き、ハイテ

ク銘柄等を中心に幅広い業種で軟調となりました。6日のロシア軍によるウクライナ核研究施設攻撃や7日のロシア･ウク

ライナの第3回停戦交渉が不調に終わったことで、ウクライナ情勢泥沼化リスクが意識されました。加えて、米政権がロシ

ア産原油の禁輸を検討との報道を受け、原油価格が急騰（指標となるWTI先物は3月7日に一時1バレル130米ドル台に

上昇）したことで、原油純輸入国の多い主要国中心に世界経済が悪化するとの懸念が高まったことも株安に拍車をかけ

ました。

為替市場では、世界的なリスク回避を反映し米ドル全面高となりました。なかでもロシアルーブルは米大手格付け会社

による相次ぐロシアの外貨建て国債の格下げで、債務不履行リスクが懸念され下落に歯止めがかからずにいます。

◆今後の見通しと運用方針

足元の資源価格急騰を受け、世界経済がスタグフレーション（景気停滞とインフレの同時進行）に陥るとの懸念が高

まっています。ロシアの軍事侵攻および欧米の対ロシア制裁が長期化するリスクが資源高の主因となっているなか、景

気見通しや株式市場の安定に向け何よりもまず停戦に向けた気運が高まることが先決です。当面はウクライナ情勢の

変化に一喜一憂する展開を強いられるとみています。またロシアでは、9日までモスクワ取引所が休場、16日以降は外

貨建て国債利払い期限が相次ぐなか、金融市場全体への不透明感からロシアルーブルへの下落圧力は根強く残るとみ

ています。

ファンドの基本的な運用方針に変更はありません。今後も市況動向等に十分注意を払い、引き続きコンセプトに沿った

運用を継続していく方針です。

■後記の「本資料のご利用にあたっての注意事項等」をご覧ください。

基準価額が5％以上下落したファンドとその背景について（3月8日）

【臨時レポート】 2022 年 3 月 8 日 現在

当レポートは3枚組です。

■コメントは作成時点のものであり将来予告なく変更されることがあります。

■また、将来の市場環境の変化または運用成果等を保証するものではありません。なお、市況の変動等により方針通りの運用が行われない場合があります。

■表示桁未満の数値がある場合、四捨五入で処理しております。
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※小数点第３位四捨五入
※出所：Bloomberg

※為替レートは三菱ＵＦＪ銀行の対顧客レート仲値等
※小数点第３位四捨五入
※出所：Bloomberg

※為替レートはＷＭロイターの値
※小数点第３位四捨五入
※出所：Bloomberg

＜別表＞

【基準価額が前営業日比5％以上下落したファンド】

5,809円国際・キャピタル 日本株式オープン（通貨選択型）ロシア・ルーブルコース（1年決算型）
騰落率

-22.36%
前営業日比

-1,673円
ファンド名 基準価額

国際・キャピタル 日本株式オープン（通貨選択型）ロシア・ルーブルコース（毎月決算型） 1,866円 -507円 -21.37%
-11.49%
-11.38%
-5.72%

三菱ＵＦＪ 米国バンクローンファンド 通貨選択シリーズ＜ロシアルーブルコース＞（年２回分配型）
三菱ＵＦＪ 米国バンクローンファンド 通貨選択シリーズ＜ロシアルーブルコース＞（毎月分配型）
ベイリー・ギフォード世界長期成長株ファンド（予想分配金提示型）

6,493円
1,784円
6,855円

-843円
-229円
-416円

グローバル・スマート・イノベーション・オープン（年２回決算型）為替ヘッジあり 6,344円 -381円 -5.67%

TOPIX　配当込み株価指数

円／ロシアルーブル 0.76

12,830.96 13,313.44NASDAQ総合指数 -482.48 -3.62%

-5.72%-969円15,970円＜ＤＣ＞ベイリー・ギフォード世界長期成長株ファンド

（ご参考）

【株式相場】

3月7日 3月4日
3月4日比

騰落幅 騰落率

※騰落率は、収益分配金（課税前）を分配時に再投資したものとみなして計算したものであり、小数点第３位を四捨五入しています。
※ファンドによっては、投資対象資産や通貨の評価対象日（ファンドへの実質的な反映日）が異なります。

-5.68%-914円15,184円グローバル・スマート・イノベーション・オープン（年１回決算型）為替ヘッジあり
-5.70%-1,061円17,549円ベイリー・ギフォード世界長期成長株ファンド

-2.95%

3月8日 3月7日
3月7日比

騰落幅

【為替相場】

騰落率
円／米ドル 115.49 115.02 0.47 0.41%

3月7日 3月4日
3月4日比

騰落幅 騰落率
0.94 -0.18 -18.91%

グローバル・スマート・イノベーション・オープン（年２回決算型） 6,391円 -367円 -5.43%
グローバル・スマート・イノベーション・オープン（年１回決算型） 19,064円 -1,094円 -5.43%
米国ＩＰＯニューステージ・ファンド＜為替ヘッジあり＞（年２回決算型） 7,421円 -412円 -5.26%
米国ＩＰＯニューステージ・ファンド＜為替ヘッジあり＞（資産成長型） 14,160円 -786円 -5.26%

2,864.25 2,945.53 -81.28 -2.76%
S&P500種株価指数 4,201.09 4,328.87 -127.78

【臨時レポート】 2022 年 3 月 8 日 現在

■後記の「本資料のご利用にあたっての注意事項等」をご覧ください。

・ＴＯＰＩＸ 配当込み株価指数に関する知的財産権その他一切の権利は東京証券取引所に帰属します。
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加入協会 一般社団法人投資信託協会

設定・運用 …三菱ＵＦＪ国際投信株式会社

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第404号

一般社団法人日本投資顧問業協会

【臨時レポート】 2022 年 3 月 8 日 現在

【投資信託のリスクとお客さまにご負担いただく費用について】

◎投資信託に係るリスクについて
投資信託は、主に国内外の株式や公社債およびリート等の値動きのある証券を投資対象としているため、当該資産の市場におけ
る取引価格の変動や為替の変動等により基準価額が変動します。これらの運用により信託財産に生じた損益はすべて投資者の
みなさまに帰属します。したがって、投資者のみなさまの投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により損失を
被り、投資元本を割り込むことがあります。
投資信託は預貯金と異なります。また、投資信託は、個別の投資信託毎に投資対象資産の種類や投資制限、取引市場、投資対
象国等が異なることから、リスクの内容や性質が異なりますので、ご投資にあたっては投資信託説明書（交付目論見書）、目論見
書補完書面等をよくご覧ください。

◎投資信託に係る費用について
（ご投資いただくお客さまには以下の費用をご負担いただきます。）
■購入時（ファンドによっては換金時）に直接ご負担いただく費用

・購入時（換金時）手数料 … 上限 3.85％（税込）
※一部のファンドについては、購入時（換金時）手数料額（上限 38,500円（税込））を定めているものがあります。

■購入時・換金時に直接ご負担いただく費用
・信託財産留保額 … ファンドにより変動するものがあるため､事前に金額もしくはその上限額またはこれらの計算方法を表示

することができません｡
■投資信託の保有期間中に間接的にご負担いただく費用

・運用管理費用（信託報酬） … 上限 年3.41％（税込）
※一部のファンドについては、運用実績に応じて成功報酬をご負担いただく場合があります。

・その他の費用・手数料
上記以外に保有期間等に応じてご負担いただく費用があります。投資信託説明書（交付目論見書）、目論見書補完書面等で
ご確認ください。
※その他の費用・手数料については、売買条件等により異なるため、あらかじめ金額または上限額等を記載することはできません。

上記の費用（手数料等）については、保有金額または保有期間等により異なるため、あらかじめ合計金額等を記載することはでき
ません。

《ご注意》
上記のリスクや費用項目につきましては、一般的な投資信託を想定しております。費用の料率につきましては、三菱ＵＦＪ国際投信
が運用するすべての公募投資信託のうち、ご負担いただくそれぞれの費用における最高の料率を記載しております。投資信託に
係るリスクや費用は、それぞれの投資信託により異なりますので、ご投資をされる際には、事前によく投資信託説明書（交付目論
見書）、目論見書補完書面等をご覧ください。

【本資料のご利用にあたっての注意事項等】

■本資料は、三菱ＵＦＪ国際投信が作成した資料です。投資信託をご購入の場合は、販売会社よりお渡しする最新の投資信託説

明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。

■本資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。

■本資料は信頼できると判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性等を保証するものではありません。

■本資料中のグラフ・数値等は、過去の実績・状況であり、将来の市場環境等や運用成果等を示唆・保証するものではありません。

また税金・手数料等を考慮しておりませんので、実質的な投資成果を示すものではありません。

■投資信託は、預金等や保険契約とは異なり、預金保険機構、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。銀行等の登

録金融機関でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の補償の対象ではありません。

■投資信託は、販売会社がお申込みの取扱いを行い委託会社が運用を行います。

■クローズド期間のある投資信託は、クローズド期間中は換金の請求を受け付けることができませんのでご留意ください。

■投資信託の取得のお申込みに関しては、クーリングオフ（金融商品取引法第37条の6の規定）の適用はありません。
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